
 

別添２ 

 

奈良県と関西電力株式会社との包括的連携協定書 

 
 奈良県（以下「甲」という。）と関西電力株式会社（以下「乙」という。）は、相互に

連携の強化を図ることで、県内のエネルギー政策の推進をはじめ、県民の安全・安心な

くらしの向上などを推進するため、次のとおり連携と協力に関する包括協定（以下「本

協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条  本協定は、奈良県内のエネルギー政策の推進をはじめ、県民の安全・安心な

くらしの向上などを推進するため、甲及び乙が相互に情報や意見の交換に努

め、協働により取り組むことが可能な案件について、緊密に連携し協力するこ

とを目的とする。 

 

（連携事項） 

第２条  甲と乙は、前条の目的を達成するため、次の事項について連携協力する。 

（１） エネルギー政策の推進に関すること。 

（２） 災害対策に関すること。 

（３） 観光・文化・産業振興に関すること。 

（４） 地域・暮らしの安全・安心に関すること。 

（５） 環境保全に関すること。 

 

（個別の協議） 

第３条  甲及び乙は、前条に掲げる個別の案件を協働により推進することについて合

意したときは、具体的な内容、実施方法、役割分担その他必要となる事項につ

いて協議の上、別途取り決めるものとする。 

 

（期間及び解約） 

第４条  本協定の有効期間は、締結日から平成３１年３月３１日までとし、有効期間

満了の１ヶ月前までに、甲又は乙のいずれかから書面による特段の申し出がな

い場合は、１年間更新するものとし、その後も同様とする。 

２ 甲又は乙のいずれか一方が、本協定の解約を申し出る場合は、解約予定日 

の１ヶ月前までに書面をもって相手方に通知することで、本協定の解約ができる

ものとする。 

 

（協定の見直し） 

第５条  甲又は乙のいずれかから、本協定内容の変更を申し出たときは、その都度協

議するものとする。 

 



 

（守秘義務） 

第６条  甲及び乙は、協働による取組みに当たって知り得た情報を甲又は乙の承認を

得ないで第三者に漏らしてはならない。 

 

（その他） 

第７条  本協定に定めない事項又は本協定に定める事項について疑義が生じた場合

は、甲乙協議して定めるものとする。 

 

 

 本協定の締結を証するため本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名の上、各自その１通

を保有するものとする。 

 

 

 平成３０年５月１８日 

 

 

   甲 奈良県奈良市登大路町３０番地      

 

奈良県知事   荒 井  正 吾    

 

 

 

乙 大阪府大阪市北区中之島３丁目６番１６号 

 

関西電力株式会社            

取締役社長   岩 根  茂 樹    

 


